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1．はじめに

食料は人間の生命維持に不可欠なだけでなく，そ
の安定供給の確保は持続可能な社会の発展を実現す
るための前提条件でもある。しかし，現在の農業生
産にまつわる環境は決して楽観的とは言えない。

世界の食料生産を地理空間的分布の視点から見る
と，大規模な農業生産を行い，且つ，国内で余った
分の農産品を海外に輸出できる国はアメリカやカナ
ダ，ブラジル等，いくつかの国に限られている。全
体的には農産物の純輸入国（日本，中国，韓国等）と
純輸出国（アメリカ，カナダ，ブラジル等）の二極化
構造となっている。このような食料供給構造は食料
輸入に依存する国にとって大きなリスクとなる。こ
れまでの歴史的事件を広範囲に見渡せば，食料危機
が起こった際にはどの国も自国の安全と利益を最優
先し，関税の引き上げや輸出禁止などの制限を行っ

て自国の国民の消費量を確保する動きが見られる。
万が一食料危機が再来すれば，必要とする食料をお
金で買える保証はどこにもなく，自国の食料自給率
を安易に海外に依存するのは極めて危険である。

国単位で見ると，日本の食料自給率は先進国の中
で最低水準である。近年の食料自給率（カロリーベ
ース）は 38％付近（農林水産省, 2019a）で横ばいに推
移しており，輸入食料の途絶が発生するような予期
せぬ事件に対する脆弱性が高いことから早期に対策
を講じる必要がある。

食料安全保障（農林水産省, 2019b; Li et al., 2011; 
Li and Suzuki, 2008; Kurasaka et al., 2016）とは，予期
せぬ事態に備え，日頃からそうしたリスク要因と影
響等を分析・評価し，すべての人に必要な食料を供
給することである。歴史的な教訓から農業生産の現
状と食料の安定供給を妨げる可能性のあるリスク要
因を把握し，事前に措置をとることが重要である。
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摘　　要
本稿は日本国内の主な米の産地である東北，関東，北陸，九州に焦点を当て米生産

の現状を分析した。変動係数を用いて地域別の米生産量のばらつきの度合を推計した
結果，最も生産量の多い東北の変動係数が一番小さく，2 番目に生産量の多い関東の変
動係数一番高いと予測される。このような結果は地域の経済発展や気候と風土に関連
する。経済と工業が発達している県ほど米の生産量が少なく，その位置から離れてい
る県ほど農業が発展しやすいという空間的特徴が見られる。たとえば，経済発展が一
番進んでいる関東は水田の耕作放棄地面積が一番大きい。本稿は更に農業のサステナ
ビリティの実現を妨げる農業従事者の減少・高齢化問題と，農業従事者と政策策定側
との間に発生する農業政策についての理解と認知の差を考察した。未来カルテを用い
て市町村レベルのデータを統合し，地域別の農業従事者と労働者人口を 2040 年まで
集計した結果，生産年齢人口の割合は 4 つの地域とも減少すると見込まれる。対照的
に，老年人口の割合は増加すると見込まれる。農業人口が大きく減少することから，
農業従事者と政策策定側との間に農業政策についての理解と認識のギャップが存在す
ると考えられる。経済要因に加えて，生産意欲と行動を左右する人間の心理的な要素
を追加した新たな行動経済学の視点から人間の意思決定と行動選択のメカニズムを解
明することの重要性と，理解と認知のギャップを縮小する政策の必要性が示唆された。
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農業は社会の経済発展の土台を築く重要なセクター
である。干ばつや竜巻など自然災害の増加が予測さ
れる中，安全・安心な食料を海外からの輸入に依存
せず安定的に国民に供給できるかが「農業のサステ
ナビリティ」の焦点である。

こうしたことを踏まえて，本稿は，日本人の主食
である米に焦点を当て米生産の現状を分析し，その
後に，農業のサステナビリティの実現を妨げる農業
従事者の減少・高齢化問題と農業従事者と政策策定
側との間に発生する農業政策についての理解と認知
の差を考察し，可能な対策を提案する。

2．食料と米について

2.1　地域別の米の生産量
農作物の中で米は食用に限らず，飼料やバイオエ

タノールの生産原料としての役割も担っている。し
たがって，米は重点的な作物である。

現在の日本国内の米の主要生産地（図 1）を概観す
ると，主に東北（青森，岩手，宮城，秋田，山形，
福島），関東（茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，
神奈川，山梨，長野），北陸（新潟，富山，石川，福
井），九州（福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，
鹿児島）に集中しており，この 4 つの地域の合計生
産量だけで全国の米生産量の 7 割を占めている。

図 1（a）で示すように，東北は全国 1 位のシェア
（平成 29 年の生産量：2,114,700 t，割合：27％）を
占めており，それに続いて，関東（1,432,883 t；割
合：18％），北陸（1,079,000 t；割合：14％），九州

（831,900 t；割合：11％）がそれぞれ 2 番目と 3 番目
と 4 番目のシェアを占めている。
2.2　 変動係数を用いた地域間の米生産量の 

ばらつきの度合に関する比較分析
4 つの地域の米生産量の順位は図 1 のようになっ

ているが，それぞれの地域に含まれる各県が必ずし
も同じ程度の量を生産しているとは限らない。ばら
つきが大きく見られる地域ほど，今後の地域におけ
る米生産のマネジメント，食料調達，並びに長期の
農業改革に大きなデメリットを与える可能性が大き
いので，ここでは日本国内の主な米の産地である東
北，関東，北陸，九州の米生産量のばらつきの特徴
を把握・比較する。

変動係数は通常，異なる平均値を持つ 2 組以上の
サンプルのデータについてのばらつきの度合を比較
する分析方法（吉田, 2019）である。本稿では各地域
に含まれる県の米生産量のデータと次の変動係数の
式（1）を用いて東北・関東・北陸・九州の変動係数

（CV）をそれぞれ推計する。

CV ＝
σ
μ 　 　（1）

ここでの CV は変動係数を示し，σは標準偏差で
μは平均を意味する。図 1 が示すように，関東の変
動係数（0.81）が一番高く，北陸（0.74），九州（0.36），
東北（0.23）の順に数値が徐々に低くなっている。

上記の地域別の変動係数は各地域の米生産の空間
的な規則性と傾向性を表している。たとえば，関東
地域に属する東京都と神奈川県はそれぞれ経済都
市，工業都市として発達しており，農業の生産面積
が相対的に少ない。そのため，この 2 つの県は米の
生産量が少ない。地域内の他の県の経済規模は東京
都や神奈川県ほど高くなく，農業生産により多くの
力をいれることができるので，米を比較的多く生産
できる。その結果，地域内の米生産のばらつきが大
きくなっている。4 つの地域の中で変動係数が最も
高い関東地域（0.81）はこのような米生産の空間的な
傾向性を反映している。

関東の次に変動係数が高いのは北陸地域（0.74）で
ある。このようなばらつき現象は新潟県とその地域
内の他の県との米生産量の差によるものである。昔
から新潟は米を作る習慣があり，現地の気候も米作
りに適しているため，ほかの農産物を作るよりも経
営が安定（農林水産省, 2019c）するので，新潟県は米
生産量が非常に多い。

東北（0.23）と九州（0.36）も農業が発達している
が，それぞれの地域の米生産量の違いは関東地域や
北陸地域ほど大きくなく，ばらつきも比較的小さい。

概して，経済と工業が発達している県ほど，米の
生産量が少なく，その位置から離れている県ほど，
農業が発展している。また，気候と風土の関係では
南日本の九州よりも北日本の東北地域，関東地域，
北陸地域の米生産量が大きいという空間的な分布特
性が見られる。
2.3　耕作放棄地について

土地は米を生産する上で不可欠な生産要素であ
る。食料を安定的に供給するためには，十分な農地

図 1　 東北，関東，北陸，九州の米生産量の割合（a） 
と変動係数（b）．
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を確保する必要がある。しかし，現状は楽観的とは
言えない。次に，耕作放棄地の状況を分析する。

近年，全国各地の耕作放棄地の面積（千葉大学,  
2019）が無視できないレベルに増えている。農林業
センサスによれば，全国の耕作放棄地は 1985 年ま
では 13 万ヘクタールぐらいで横ばいであったが，
2010 年には 39.6 万ヘクタールまで増加した（耕作放
棄地対策研究会, 2008; 矢挽, 2015）。

図 2 は 2010 年の全国市町村レベルの耕作放棄地
面積を表している。色は耕作放棄地面積の大きさを
表し，色が濃いほど耕作放棄地面積が広いことを表
している。総合的に見ると，全国の耕作放棄地面積
は一か所の問題ではなく，広範囲に及ぶ現象である
ことがわかる（図 2）。

このような耕作放棄地面積の増加傾向は，日本の
高齢化と時代の風潮に関連している。農林水産省の
2019 年のデータによると，全国の農業従事者の平
均年齢は 66.8 歳（農林水産省, 2019d）となってお
り，すでに高齢化している。また，近年の都市化の
進行に伴い，第一次産業の農業よりも第二次産業と
第三次産業の職業（例：IT，金融，データサイエン
スなど）により魅力を感じる若者が増えている。人々
は農業の重要性を理解していても，職業選択の時に
は第二次産業と第三次産業の仕事を選択する傾向が
ある。この点は大学生の職業選択の傾向からも確認
できる。

日本各地の多くの若者は，憧れの職業と賑やかな
大都市での生活を求めて地元を離れるため，農業に
おける深刻な後継者不足を引き起こし，土地利用に
おいても甚大な影響を与えている。

農林水産省の統計定義によれば，耕作放棄地と
は，「以前耕地であったもので，過去 1 年以上作物
を栽培せず，しかもこの数年の間に再び耕作する意
思のない土地」（農林水産省, 2019e）である。耕作放
棄地の放棄年数が長くなると，農地復元が難しくな

る（国土交通省, 2014）。日本各地で増え続ける耕作
放棄地は国内の食料自給率の低下を招くだけでな
く，農地が持つ環境保全，洪水調整などの防災効果，
並びに教育的，景観的効用など，多面的機能と役割
を失う可能性がある。

主要な米産地の農業耕作放棄地を見ると，北陸を
除き，東北と関東と九州の耕作放棄地面積は無視で
きないレベルの面積となっている（図 3）。4 つの地
域の中で関東の経済が一番発達していて，耕作放棄
地面積（100,719 ha）も一番多く，全国の耕地放棄地
の 25.4％を占めている（図 3）。米を一番多く生産し
ている東北の耕作放棄地面積（76,112 ha）が 2 番目に
広く，全国の耕地放棄地面積の 19.2％を占めている。
九州と北陸の耕作放棄地面積はそれぞれ 60,570 ha
と 19,438 ha となっており，全国の耕作放棄地の
15.3％と 4.9％を占めている。

北陸地域の耕作放棄地が少ないのはやはり昔から
根付いている米づくりの文化と米生産の経営安定効
果によるものであろう。北陸地域と比較して，関東
の耕作放棄地の面積が非常に大きいのは，都市部に
住む人々の職業選択の傾向，並びに高齢化の問題を
総合的に反映している。農地はいつの時代でも食料
生産の基礎であるので，耕作放棄地面積をできるだ
け減らし中長期的に農地を確保することは喫緊の課
題である。

3． 農業のサステナビリティの実現を妨げる 
リスク要因　

3.1　農業従事者の減少・高齢化問題
農業のサステナビリティを実現するために，食料

の安定供給を妨げる可能なリスク要因を事前に把握
する必要がある。その中でも，農業従事者の減少と
高齢化は大きなリスク要因である。

厚生労働省の分析によれば，日本の総人口は
2008 年にピーク（1 億 2,808 万人）（Li and Kurasaka, 
2016）に達しており，それ以降徐々に減少している。

図 3　各地域の耕作放棄地の面積と割合．図 2　全国市町村レベルの耕作放棄地面積．
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現在，65 歳以上の高齢者人口は 3,459 万人に達して
いて総人口の 27.3％の割合を占めている（内閣府, 
2017）。健全な農業の発展を図るため，現在の人口
構成が今後も続くと仮定した上で将来の農業従事者
の人口を推計し把握する必要がある。

本稿では，JST/RISTEX の研究プロジェクトで開
発された未来カルテを用いて，市町村レベルのデー
タを統合し，東北，関東，北陸，九州の 2040 年ま
での農業従事者数を集計した。未来カルテにおいて
農業従事者の将来推計は，国勢調査（2000 年，2005
年，2010 年，2015 年）における従業地の就業人口デ
ータ（5 歳区分）に基づき，コーホート法をベース
に，男女 5 歳区分別の就業者人口変化率が今後も続
くと仮定したうえで 2040 年までの農業従事者数を
推測している。この結果を，各地域別に集計すると
図 4 のようになる。

図 4 が示すように，すべての地域において今後，
農業従事者数が大幅に減少することが予測される。
東北地域を除き，2040 年の関東と北陸と九州の農
業従事者数は 2015 年の半分程度（関東：53.65％，
48 万 1 千人（2015）から 25 万 8 千人（2040）；北陸：
54.8％，10 万 6 千人（2015）から 5 万 8 千人（2040）；
九州：49.01％，34 万 1 千人（2015）から 16 万 7 千人

（2040））になると予測される。減少率が一番大きい
東北地域では，2040 年の農業従事者数は 2015 年の
38％（31 万 5 千人（2015）から 11 万 9 千人（2040））に
なると予測される。

統計局の定義では，15 ～ 64 歳の人口を生産年齢
人口とし，65 歳以上の人口を老年人口としている

（東京都総務局統計部, 2019）。通常，生産活動に従
事できる生産年齢人口比が高いほど，働き手が豊富
でより多くの労働力が存在していることを示す。対
照的に老年人口比が高いほど，高齢者の数が多く人
口構造が高齢化している状態を示す。この 2 つの比
を知ることで，地域の潜在的労働力と高齢化の進行
度合いを把握できることから，重要な政策指標とし
て使われている。

米の主要生産地の 2015 年と 2040 年の人口構成を
比べると，生産活動に従事できる生産年齢人口の割
合はすべての地域において減少（東北：0.58（2015）
から 0.51（2040）；関東：0.61（2015）から 0.54（2040）；
北陸：0.58（2015）から 0.52（2040）；九州：0.57（2015）
から 0.52（2040））し，老年人口の割合はすべての地
域において増加する（東北：0.3（2015）から 0.4

（2040）；関東：0.26（2015）から 0.36（2040）；北陸：
0.29（2015）から 0.38（2040）；九州：0.29（2015）から
0.37（2040））傾向がみられる（図 5，図 6）。

この 4 つの地域の中で，関東は 2015 年と 2040 年
の生産年齢人口比が一番大きく，老年人口比が一番
小さいと予測される（図 5，図 6）。国土交通省のデ
ータによると，近年の東京圏は若い世帯の転入超過
となっており，首都圏への一極集中傾向を表してい
る可能性が高い。
3.2　 農業従事者と政策策定側との間に発生する 

農業政策についての理解と認知の差
3.2.1　大きく減少する農業人口

農業政策の目的として，すべての国民に食料を安
定的に供給することがあげられる（RIETI, 2019） 。
それを実現するには，重要な生産要素を確保すると
共に，農業従事者の意思決定と行動選択のメカニズ
ムを理解した上で彼ら・彼女らの生産意欲を効率よ
く刺激する農業政策を策定する必要がある。

しかし，これまで大きく減少してきた農業労働者
（農業従事者と新規就農者）（表 1，表 2）と耕作放棄
地（図 2）のデータ（RIETI, 2019; 農林水産省, 2019d;  
2019f; e-Stat,  2019）から農業従事者と政策策定側と
の間に農業政策についての理解と認識のギャップが
存在するように思われる。

農林水産省統計部では，農業就業人口を「15 歳
以上の農家世帯員のうち，調査期日前 1 年間に農業
のみに従事した者又は農業と兼業の双方に従事した
が，農業の従事日数の方が多い者」と定義してい
て，基幹的農業従事者は「農業就業人口のうち，ふ
だんの主な状態が「仕事が主」の者」と定義してい
る（農林水産省，2019c; 2019g）

表 1 のタイプ別農業労働者数のデータを見ると，
近年，農業就業人口も基幹的農業従事者も減少して
いることが確認できる。2017 年の全国の農業就業
人口は 1,816 千人と 2006 年の人口 3,205 千人の 57
％となっていて，2017 年の基幹的農業従事者は
1,507 千人と 2006 年の 2,105 千人の 71％となってい
る。同じく新規就農者数も全体的に減少しているこ
とを表 2 から確認できる。

農林水産省統計部は新規就農者を 3 つの種類「新
規自営農業就農者と新規雇用就農者と新規参入者」
に区分した（農林水産省, 2019g）。「新規自営農業就
農者」が「家族経営体の世帯員で，調査期日前 1 年
間の生活の主な状態が，『学生』から『自営農業へ
の従事が主』になった者及び『他に雇われて勤務が図 4　各地域の農業従事者数の変化．
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に調達『相続・贈与等により親の農地を譲り受けた
場合を除く』とし，新たに農業経営を開始した経営
の責任者及び共同経営者」として定義される（農林
水産省, 2019g）。

表 2 が示すように，新規就農者の主力である新
規自営農業就農者の数は 2006 年から 2017 年にかけ
て大きく減少し（2006 年の 57％），新規雇用就農者
数と新規参入者数はそれぞれ 2006 年の 1.6 倍（表
2）までにも増えた。増加した新規雇用就農者と新
規参入者の数は少ないため，減少した新規自営農業
就農者の数を補いきれないのである。　
3.2.2　農業政策についての理解と認知の差

現在，多くの農業政策は伝統的な経済学が唱える
利潤最大化原則を基に策定されている。関連する多
くの研究も市場の需要と供給，並びに農業の生産コ
ストなどの経済要因を中心に分析しており，農業従
事者と政策策定側との間には農業政策についての理
解と認識のギャップが存在するように思われる。

経済要因に加えて，生産意欲と行動を左右する人
間の心理的な要素を追加した新たな行動経済学の視
点から，人間の意思決定と行動選択のメカニズムを
解明する必要がある。

そもそも農業現場で生産活動を行う農業従事者は
政策に対して受け身な立場だけでなく，政策の成功
と生産結果を左右する重要なインフルエンサーでも
ある。実際の農業従事者は政策をどのように理解
し，どのようなプロセスを経て評価結論を導くのか
を総合的に分析すると共に，彼ら・彼女らの行動パ
ターンを解明し，政策とのギャップを定量的に分析
する必要がある。こうした研究分析の積み重ねが最
終的に政策の改善につながる。

4．可能な対策と今後の課題

農業生産において，労働力も不可欠な生産要素で
ある。本稿では，コーホート法を使って 2040 年ま
での農業従事者数の推計を行った未来カルテを用い
て，全国の地区別の生産年齢人口比と老年人口比を
推定した。国全体の高齢化と連動して 4 つの米生産
地の農業従事者数は今後も大幅に減少することが予
測される。このような労働力不足問題は個別の地域
問題ではなく，国全体の問題である。それを乗り越
えるため，やはり農業経験者（例：5 年以上の経験
など）を外部から呼び込む必要がある。移民先進国
のカナダは地域の労働力問題を解消するため，既に
地域の労働者ニーズに対応した移民制度を導入して
いる。十分な労働力を確保するため，ほかの国の経
験を借りて応用するのも 1 つの対策である。

上記の労働力問題に加え，本稿では農業従事者と
政策策定側との間に発生する農業政策についての理
解と認知の差の可能性を指摘し，新たな行動経済学
の視点から人間の意思決定と行動選択のメカニズム

図 6　米の主要生産地の老年人口比．

図 5　米の主要生産地の生産年齢人口比．

表 1　タイプ別農業労働者数．

タイプ別農業労働者数
（単位：千人）  2006 年   2017 年

農業就業人口 3,205 1,816 
基幹的農業従事者 2,105 1,507

表 2　タイプ別新規就農者数．

タイプ別新規就農者
（単位：人）  2006 年 2017 年

新規自営農業就農者 72,350 41,520 
新規雇用就農者 6,510 10,520 
新規参入者 2,180 3,640 
新規就農者合計 81,030 55,670 

主』から『自営農業への従事が主』になった者」と
して定義されていて，「新規雇用就農者」が「調査
期日前 1 年間に新たに法人等に常雇い『年間 7 か月
以上』として雇用されることにより，農業に従事す
ることとなった者『外国人研修生及び外国人技能実
習生並びに雇用される直前の就業状態が農業従事者
であった場合を除く』」として定義されていて，新
規参入者が「調査期日前 1 年間に土地や資金を独自



李：食料生産と農業のサステナビリティ

184

を解明し，ギャップを定量的に分析する重要性が示
唆された。

いかなる時代でも，食料は重要である。その安定
供給の確保は持続可能な社会の発展を実現するため
の前提条件であるので，早期段階で対策を講じる必
要がある。日本の現在の食料自給率は先進国の中で
は最低水準であり，これ以上低下させないために
は，食料輸入に依存しなくても大丈夫な農業生産体
制を整える必要がある。国内労働力問題の対応，並
びに農業従事者の生産意欲と行動に直結する農業政
策の策定が今後の重要な課題である。
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